





















　　（ 1 ）コンセンサスを認定する範囲　国際社会への拡張　（以上、71巻 2 号）































































































































































ることを目的とする。まず、第 1 章から第 3 章にかけて、欧州人権裁判所、
米州人権裁判所、自由権規約委員会がそれぞれコンセンサスにどのような位
































































































おいて、裁判所は、当事国が第 1 議定書 3 条において選挙制度の選択につき
幅広い評価の余地を有し、また外国に居住する自国民に投票権を認めるべき




































































































































































































































































































































































的な国際文書および締約国の実践から生じるコンセンサス （the consensus 
emerging from specialised international instruments and from the 
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